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今後の協議会及び部会の検討事項について（スケジュール） 資料1-1

７月 ８月 ９月 10月 11月 12月 R6.１月 ２月 ３月

協議会

周産期部会
小児部会

第１回協議会 第２回協議会

第１回部会 第２回部会

【今年度の主な協議・検討事項】

①協議会（年２回の開催を予定）

⚫ 協議会の組織及び運営 ※７月17日(水)に第1回開催済み

⚫ 部会報告、その他協議・検討事項

②周産期医療検討部会及び小児医療検討部会（年2回の開催を予定）

⚫ 今年度から実施する、小児・周産期医療に関する新規事業の検証を行う。

⚫ 大阪府が主催となっている近畿ブロック災害訓練において実施する、小児周産期災害リエゾン訓練

の検証・報告を行う。

【令和６年度のスケジュール（予定）】
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令和５年度大阪府周産期医療関連事業報告

令和６年7月30日

大阪府健康医療部保健医療室地域保健課

資料1-２大阪府周産期関連事業について 資料1-２
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＜施設別診療件数＞

Ⅰ 産婦人科救急搬送体制確保事業

➣概要
かかりつけ医のない妊産婦など産婦人科にかかる救急搬送を受け入れるため、府内を３地区に分け、当
番制により実施日ごとに受入担当病院を決定する。当番病院は患者受入に必要な体制を確保し、救急搬
送を必ず受け入れる。

・実施期間：令和5年4月1日～令和6年3月31日
・時間帯：夜間及び休日

＜搬送時の症状別（複数選択）＞

➣結果

約６割が腹痛

北部：豊能、三島、北河内 中部：中河内、大阪市

南部：南河内、堺市、泉州

施設名 R3 R4 R5

北
部

愛仁会高槻病院 78 92 144

大阪医科薬科大学病院 37 19 21

済生会吹田病院 121 158 143

北部計 236 269 308

中
部

愛仁会千船病院 367 416 501

大阪警察病院 39 45 33

大阪赤十字病院 47 45 83

北野病院 40 21 58

淀川キリスト教病院 37 67 76

日本生命病院 49 45 65

JCHO大阪病院 7 4 3

東大阪医療センター 10 0

中部計 586 653 819

南
部

りんくう総合医療センター 60 61 85

府中病院 0 0 0

堺市立総合医療センター 5 5 13

泉大津市立病院 0 5 2

南部計 65 71 100

合 計 887 993 1227

症状 R3 R4 R5

上腹部痛 25 41 36

下腹部痛 624 708 880

腰痛 15 17 23

性器出血 245 295 378

陣痛発来 14 17 20

破水感 9 4 11

嘔気・嘔吐・下痢 62 76 88

発熱 35 30 37

外陰部症状 14 18 23

その他 80 58 84

不明 5 9 7

合 計 1128 1273 1587

資料1-２大阪府周産期関連事業について（産婦人科救急搬送体制確保事業） 資料1-２
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＜診断名別の件数（複数選択）＞

Ⅰ 産婦人科救急搬送体制確保事業

＜年齢別＞

⚫ 未受診分娩 R3:20件 R4:20件 R5：28件

⚫ 婦人科疾患が約５割、産科疾患が約２割、その他

が約3割

⚫ 各年度20歳代が最多。

⚫ 未受診妊婦分娩では20歳～24歳が最多。

※母年齢別出生率では30～34歳が最多であることに比べ、若い層で

発生。

症状 R3 R4 R5

婦
人
科
疾
患

月経時痛 236 232 287

骨盤内炎症性疾患 56 61 52

卵巣嚢腫 49 62 67

卵巣出血 31 33 52

尿路系疾患 22 26 30

子宮筋腫 32 36 48

外陰部疾患 18 21 44

子宮悪性腫瘍 10 15 15

過多月経 31 14 23

付属器悪性腫瘍 1 6 1

婦人科疾患計 486 506 619

産
科
疾
患

流産（切迫流産含む） 124 129 183

切迫早産 12 25 21

異所性妊娠 18 19 36

未受診妊婦分娩 20 20 28

妊娠悪阻 18 18 30

産科疾患計 192 211 298

消化器系疾患 83 91 106

その他（診療科未区分） 154 235 224

不明 28 45 63

合 計 943 1088 1310

年令 R3 R4 R5
うち未受診

分娩
母の年齢別出生数

(R4全国：％)

１４歳以下 6 13 13 1
～19歳 0.4

１５～１９歳 63 83 108 3

２０～２４歳 204 210 248 10 20～24 6.5

２５～２９歳 185 215 288 6 25～29 26.4

３０～３４歳 161 159 200 4 30～34 36.6

３５～３９歳 97 122 155 2 35～39 23.9

４０～４４歳 57 56 78 1 40～44 6.0

４５～４９歳 45 41 43 1

45～ 0.2

５０～５４歳 16 23 34 0

５５～５９歳 8 11 5 0

６０～６４歳 6 9 5 0

６５歳以上 33 47 50 0

不明 6 4 0 0

合 計 887 993 1227 28 100

R1 R2 R3 R4 R5

全国 865,239 840,835 811,622 770,759 727,277

大阪府 62,557 61,878 59,780 58,321 57,202

※参考（出生数：人）

資料1-２大阪府周産期関連事業について（産婦人科救急搬送体制確保事業） 資料1-２
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☆転帰

Ⅰ 産婦人科救急搬送体制確保事業

☆患者居住地別の件数

転帰の全体に占める割合について、R4年度か
らR5年度にかけて、帰宅が1.4％の微減、入
院が1.2％の微増となった。

海外の件数は、R4年度の7件からR5年度は25件
と約3.5倍に増加、全体に占める割合もR4年度の
0.7％（7/993）からR5年度は2.0％（25/1227）
と約３倍に増加している。

転帰 R3 R4 R5

帰宅 671 75.6% 746 75.1% 904 73.7%

入院 189 21.3% 209 21.0% 273 22.2%

院内他科へ 21 2.4% 17 1.7% 29 2.4%

転院 2 0.2% 14 1.4% 12 1.0%

不明 4 0.5% 7 0.7% 9 0.7%

合 計 887 993 1227

居住地 R3 R4 R5

府内計 811 866 1035

府
外

北海道 0 3 0

東北 0 1 0

関東 10 17 15

北陸・甲信越 3 1 3

東海 2 8 6

近
畿

三重県 0 1 1

滋賀県 3 1 4

京都府 7 9 12

兵庫県 16 18 31

奈良県 5 5 12

和歌山県 1 4 3

中国 3 3 3

四国 2 1 2

九州 0 8 4

沖縄 0 0 0

海外 0 7 25

府外計 52 87 121

不明 24 40 71

合 計 887 993 1227

資料1-２大阪府周産期関連事業について（産婦人科救急搬送体制確保事業） 資料1-２
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➣概要
母体や胎児が危険な状態にある妊産婦を、速やかに適切な医療が受けられる医療機関へ搬送するための
コーディネート事業を大阪母子医療センターに委託。

・実施期間：令和5年4月1日～令和6年3月31日
・時間帯：夜間及び休日

Ⅱ 周産期緊急医療体制コーディネーター設置事業

１ 依頼原因（主たるもの）

➣結果

（割合）

原因別 件数 割合 件数 割合

切迫早産 28 22.4% 19 19.4%

前期破水 18 14.4% 22 22.4%

妊娠高血圧症候群 4 3.2% 4 4.1%

前置胎盤 4 3.2% 1 1.0%

産科危機的出血 18 14.4% 15 15.3%

胎児心拍異常 5 4.0% 1 1.0%

切迫流産 3 2.4% 3 3.1%

その他母体 27 21.6% 12 12.2%

その他胎児 3 2.4% 3 3.1%

婦人科 10 8.0% 14 14.3%

異所性妊娠 5 4.0% 4 4.1%
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大阪府周産期関連事業について（周産期緊急医療体制コーディネーター設置事業） 資料1-２
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Ⅱ 周産期緊急医療体制コーディネーター設置事業

２ 妊娠週数別

➢ 妊娠週数別では、妊娠31週～40週が約41％が最も多く、次いで21週～30週が約20％であった。

週数 R3 R4 R5

1～10 8 6 6 6.1％

11～20 3 4 5 5.1％

21～30 21 29 20 20.4％

31～40 35 52 40 40.8％

41～ 2 3 0 0.0％

分娩～ 5 21 13 13.3％

妊娠なし 8 10 14 14.3％

不明 0 0 0 0.0％

計 92 125 98 100％
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資料1-２大阪府周産期関連事業について（周産期緊急医療体制コーディネーター設置事業） 資料1-２
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３ 選定に要する時間（受信～終了）

➢ 約８割が20分以内に終了しており、受信から終了に要する平均時間は15分10秒だった。

➢ 深夜帯における外国人患者の搬送調整に120分要したケースがあった。

Ⅱ 周産期緊急医療体制コーディネーター設置事業

（割合）

所要時間
（分）

R3 R4 R5

～10 31 55 44 44.9％

11～20 31 47 33 33.7％

21～30 11 10 10 10.2％

31～40 5 4 3 3.1％

41～50 8 2 2 2.0％

51～ 6 5 6 6.1％

不明 0 2 0 0.0％

計 92 125 98 100％
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資料1-２大阪府周産期関連事業について（周産期緊急医療体制コーディネーター設置事業） 資料1-２
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Ⅱ 周産期緊急医療体制コーディネーター設置事業

４ 件数の推移

年度
コーディネート

件数
OGCS

搬送件数

H24 110 2,038

H25 138 2,180

H26 135 2,494

H27 139 2,161

H28 110 1,946

H29 100 1,878

H30 78 1,956

R1 62 1,973

R2 99 1,906

R3 92 2,198

R4 125 2,173

R5 98 2,044

➢ 出生数の減少に伴い、実績件数の減少が予想されるが、危険な状態にある妊産婦を速やかに

適切な医療が受けられる医療機関へ搬送するためには、今後も継続した配置が必要。
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大阪府周産期関連事業について（周産期緊急医療体制コーディネーター設置事業） 資料1-２
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大阪府周産期関連事業について（外国人妊産婦の受入れについて）

➤産婦人科救急搬送体制確保事業において、海外に居住する妊産婦の搬送件数が増加（R3：０件 → R4：７件 → R5：25件）。

➤インバウンドの増加や、令和７年に開催される大阪万博への来阪により、今後、外国人妊産婦の搬送件数が増加する可能性がある。

【外国人患者の受入れに関して大阪府が実施している事業】

参考資料
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妊産婦のメンタルヘルスに関するネットワーク構築事業について 資料1-３
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妊産婦メンタルヘルスネットワーク構築事業《新規》

妊産婦の自殺数が産科的合併症による母体死亡数を上回っていると言われ、妊産婦のメンタルヘルスケアが大きな課題となっている。府ではこれまで産前・産後のメン
タルヘルスをサポートするため妊産婦こころの相談センターを運営していたが、加えて精神疾患合併妊産婦の受入が一部医療機関に集中していることなど精神科医療機
関の連携が課題となっている。地域で安心して出産できる環境の整備をめざし妊産婦のメンタルヘルスの診療に係る各医療機関、市町村等と連携したネットワーク体制
の構築を図る。

【国等】
H26 東京都監察医務院と順天堂大学の調査により自殺が

妊産婦死亡の最大の要因であることが判明
H26 産前・産後サポート事業、産後ケア事業開始
H29 産婦健康診査事業開始
H29「自殺総合対策大綱」に妊産婦の支援の充実を追加
R4 同大綱に妊産婦の支援を新たに「重点施策」に位置

付け

【府の取組み】
H28 大阪府妊産婦こころの相談センター開始
H29 最重症合併症妊産婦受入体制検証会議での検討
H30 妊産婦メンタルヘルス検討会開催（府・市町村）
R1 精神保健懇話会での検討
R2～ 市町村との事例検討会開催
R5 精神疾患合併妊産婦受入に関する医療機関意見聴取

これまでの経過

【医療機関】主に精神疾患合併妊産婦
・産科・精神科領域の相互理解が進んでい
ないことにより、救急・高次搬送の需要、
受入体制に負担が生じている。
・精神病床のある一部の高次医療機関に患
者が集中、遠方への通院が必要となり府民
にとっては不便。

【市町村】主にメンタルヘルス不調
・妊娠・出産を機にメンタルヘルスに不調
をきたしているものの、境界域の方の支援
に困難を生じている。
・地域で受診できる医療機関が少ない。
・専門家の助言を得つつ地域で支援する体
制整備が必要。

課題

①ネットワーク構築・連携会議開催
・妊産婦診療可能な精神科医療機関リスト作成、支援
が必要な妊産婦を把握した場合のフォロー体制図や情
報連携様式等の作成・検討
・関係者・関係機関による連絡会を設置・開催
②相談・コーディネート業務
・拠点病院を設置し、コーディネーターを配置。
・支援が必要な妊産婦を地域の医療機関受診につなげ
るためのコーディネータによる連絡・調整
・市町村等の関係機関や地域の精神科医療機関からの
メンタルヘルスに関する相談や診療支援
③マニュアル作成、研修・事例検討会等
・精神疾患合併妊産婦支援マニュアルの作成・検討
・拠点病院から市町村等の関係機関や地域の精神科医
療機関への専門家の派遣 等

事業内容

目的
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精神疾患合併妊産婦受入体制検討会 R5.9.21

妊産婦のメンタルヘルスに関するネットワーク構築事業について 資料1-３
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分娩を取扱う医療機関の現状について

【前提】

➤出生数、分娩を取り扱う施設数ともに減少している一方、NMCS・OGCSによる救急搬送件数や最重症合併症妊産婦の受入件数は同水準で推移している。
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分娩を取り扱う施設数出生数と出生率

出典：第８次大阪府医療計画 参考：大阪府医療機関情報システム

➤医師の働き方改革を進める中で、必要とされる周産期医療の機能維持のために、今後は医療機関の機能分化が進む可能性がある。

OGCS・NMCSの搬送件数

出典：第８次大阪府医療計画

最重症合併症妊産婦受入れ件数

【医療機関の機能分化について】
➤オープンシステム／セミオープンシステムの活用について、

府HP等を活用し府民・医療機関に周知する。

施設数

9

連携医療機関（病院数） 0

連携医療機関（診療所数） 86

56

連携医療機関（病院数） 10

連携医療機関（診療所数） 213

オープンシステム導入（分娩施設）

セミオープンシステム導入（分娩施設）

令和４年６月３０日時点

参考：大阪府医療機関情報システム

➤今後、さらなる分娩施設の減少が進むと、オープンシステム／セミオープンシステムの活用が普及し、
地域ごとに「妊婦健診を行う医療機関」と「出産を行う医療機関」等の機能分化が進む可能性がある。

【オープンシステム等について】

資料1-４
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